協　　　　定　　　　書

笠岡市（以下「甲」という。）と，○○○　　　　　　　　　（以下「乙」という。）。
乙が笠岡市　　　　　　　　地内において採土事業（以下「事業」という。）を行うことについて，次の条件によって協議し，信義に従い誠実にこれを履行するものとする。

　（事業）

第１条　乙は，笠岡市　　　　　　地内において行う事業は笠岡市開発事業の調整に関する条例（昭和５７年市条例第２８号）第４条に規定する協議を終了した日以後，最も早く事業に着工できる日から着工し，令和　　　年　　　月　　　日までに完了するものとする。

２　乙が行う事業の位置及び区域は，別図に示す地内で，その面積は　　　　　㎡とする。

　（助言，勧告等）

第２条　甲は，市民の健康で快適な生活環境を確保するため，乙の事業に対し必要な助言，勧告及び指示をするものとする。

　（用地等の確保）

第３条　乙は，この協議の定めるところに従い，事業に必要な土地及び土地に定着する物件に関する権利の取得又は，これらの借り受け（以下「用地等の確保」という。）を行うものとする。

２　乙は，確保した用地等を第１条第１項に規定する本来の事業目的以外の用に供しては

ならない。

　（事前協議等の前置）

第４条　乙は，用地等の確保にさきだち，あらかじめ関係行政機関並びに直接利害関係を有する住民に事業計画を説明し，同意を得なければならない。

２　前項の規定は，乙が事業計画を大幅に変更する場合について準用する。

３　乙は，直接利害関係を有する者のみならず，これに準ずる周辺の住民に対して，事業の趣旨及び計画を説明して協力を得るよう努めなければならない。

（事業の実施）

第５条　乙は，この協定書に定める事業を執行するにあたっては，当該事業計画に基づき実施するものとする。

２　乙は，事業の着工，事業の進捗状況及び事業の完了については，甲に対してすみやかにその旨を通知するものとする。

　（交通安全）

第６条　乙は，採土運搬車両の運行にあたっては，付近一帯における一般車両及び歩行者等の交通安全を確保するよう努めなければならない。

　（道路補修等）

第７条　前条の運行経路にあたる県道，市道，農道及びその沿線の側溝，用悪水路，河川等が採土運搬車両の運行によって崩壊，損傷等を生じたときは，乙はすみやかに甲及び関係行政機関と協議し，その指示に従い自己の費用負担において道路補修等を行わなければならない。

　（防災）

第8条 乙は，あらかじめ，工事中及び工事後の防災計画を作成し，施行により生ずる

がけ面及びのり面の勾配及び排水施設跡地等について，甲に協議するとともに，治山治水対策に意を用い，関係行政機関の指導及び指示に従い，自己の費用負担において水路，沈砂地，出水調整池その他必要な防災施設を設け，あるいは既設の施設を改良して災害の防止に万全を期するものとする。

　（公害防止）

第9条 乙は，事業により発生する騒音，振動，排水等については，公害に関する法令の趣

旨及び基準を遵守して，必要な公害防止施設を整備するなど，自己の責任と費用負担において関係住民に被害を及ぼさないよう万全の措置を講じなければならない。

２　前項の措置を行った場合，もしくは措置を行ってもなお，公害発生のおそれが生じ，

もしくは現実に生じた場合，又は関係住民から苦情があった場合には，乙は直ちに事業

を中止し誠意をもって所要の措置を講ずるとともに，甲及び関係行政機関に協議し，そ

の指示に従うものとする。

　（跡地の保全対策）

第１０条　乙は，採土跡地について，甲及び関係行政機関と協議し，その指示に従って，

適切な保全対策を講じなければならない。

　（文化財保護）

第１１条　乙は，事業を施行するにあたっては，甲及び関係行政機関の指示に従い，あら

かじめ自己の費用負担において文化財の有無の調査及びこれを保護するために必要な措置をとるものとする。

　（自然保護）

第１２条　乙は，事業の施行にあたっては，自然と人間にあたえる意義とその重要性を十

分考慮し，工事に伴い自然の破壊を生じた場合には，甲と協議しその指示に従って修景

緑化等自然植生のすみやかな回復をはかるなど，自然保護に必要な措置を自己の費用負

担において講じなければならない。

　（地元産業振興への協力）

第１３条　乙は，事業の施行及び関連施設の建設設備に伴い必要となる従業員の採用，下

請企業の選定，資材，物資の購入については，甲の地元産業振興のために優先的な取り扱いを行うよう努めるものとする。

　（協定事項の不履行等）

第１４条　乙の責に帰すべき事由により事業を中止し，もしくは変更し，又はこの協定に

定める義務を履行しない場合は，用地その他の権利を返還するものとする。

２　この事業の施行もしくは施設の設置に起因して生じた損害については，乙は，甲及び

被害を受けた第三者に対して担当の賠償の責を負うものとする。

　（権利義務の承継）

第１５条　乙がこの協定において定めた事業を第三者に譲渡しようとする場合において，

乙は本協定に定める事項をすべて事業譲受人をして承継せしめるよう措置しなければな

らないものとし，その義務の履行については，乙及びその譲受人が連帯してその責任を

負うものとする。

２　前項に定める譲り受けについては，甲及び住民の代表者に報告し同意を得るものとす

る。

　（協定の変更）

第１６条　この協定書に定めるもののうち，不測の事態により目的を達成することが著し

く困難になった場合には，甲乙協議のうえ，本協定を変更することができる。

２　前条第２項の協定は，この協定の基本的重要事項を変更する場合に準用する。

　（実施細目及び疑義の決定）

第１７条　この協定書に定めた事項に関して疑義を生じたとき，又は定めのない事項に関しては,甲乙協議のうえ処理するものとする。

　この協定の成立を証するため，本書を２通作成し，甲乙それぞれ記名押印のうえ，各

自その１通を保有するものとする。

令和　　　年　　　月　　　日

甲　　岡山県笠岡市中央町１番地の１

笠岡市

笠岡市長　　栗　尾　典　子　　　

　　 　乙　　　　　　　　　　　　　　　　　　

